
東京都精神障害者社会復帰施設運営費等補助金交付要綱
平成１３年５月１日
１２衛福精第１８０１号
最終改正　平成１９年３月３０日
１８福保障精第１２５０号
（通則）
第１　精神障害者社会復帰施設（以下「社会復帰施設」という。）の運営費等補助金については、予算の範囲内において交付するものとし、東京都補助金等交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
（交付の目的）
第２　この要綱は、区市町村、社会福祉法人、医療法人等の非営利法人等が行う社会復帰施設の運営等に要する経費の一部を補助することにより、精神障害者の地域社会における自立を促進することを目的とする。
（補助対象施設）

第３　この補助金の交付対象となる社会復帰施設は、区市町村、社会福祉法人、医療法人等の非営利法人等が障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）附則第４８条に基づきなお従前の例により運営する施設（精神障害者福祉ホームＢ型を除く。）で、別紙１の東京都精神障害者社会復帰施設設置運営基準に該当するものとする。

（補助金の算出方法）

第４　補助金の交付額は、次のとおりとする。

　⑴　運営費（精神障害者小規模通所授産施設（以下「小規模通所授産施設」という。）を除く。）
　　　別表１「運営費等の算定方法」により、第１欄に定める基準額と、第２欄に定める対象経費の実支出額と、総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額に第３欄に定める補助率を乗じて得た額とする。

　⑵　運営費（小規模通所授産施設）
　　　別表１「運営費等の算定方法」により、第１欄に定める基準額と、第２欄に定める対象経費の実支出額と、区市町村の対象経費の実支出額とを比較して最も少ない額に第３欄に定める補助率を乗じて得た額とする。

　⑶　通所者交通費（精神障害者通所授産施設（以下「通所授産施設」という。）、ただし、小規模通所授産施設を除く。）
　　　東京都精神障害者通所授産施設通所訓練事業に係る通所者交通費助成事業運営要綱（平成３年３月２５日付２衛福精第９３２号）第３及び第４の規定により算出された各通所者の交通費助成額の実費の和に別表の第３欄に定める補助率を乗じて得た額とする。

　⑷　算定額の端数の処理
　　　上記⑴から⑶において、算出された額に１，０００円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

（補助金の交付申請）
第５  補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別記第１号様式による申請書に関係書類を添えて、東京都知事（以下「知事」という。）に提出しなければならない。
（補助金の交付決定及び交付）
第６  補助金の交付決定及び交付については、次のとおりとする。
  ⑴  知事は、第５の規定により補助金の交付申請があったときは、申請書及び関係書類等の審査を行い、適当と認めたときは、第４の規定により交付決定額を算出の上、交付決定を行うものとする。
  ⑵  知事は、(1)の規定により交付の決定をしたときは、その内容及びこれに付した条件を申請者に通知し、補助金を交付する。ただし、小規模通所授産施設にあっては、当初の交付に当たっては交付決定額の９割に相当する額を交付することとし、その交付した額が、第11の規定により確定した補助金の額に満たない場合は、確定後にその差額を交付する。
（補助金の変更申請）
第７  補助金の交付決定後、事情の変更等により、申請の内容を変更する場合は、別記第３号様式による変更申請書に関係書類を添えて、知事に提出しなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。
（補助の条件）
第８　補助の条件は、別紙２のとおりとする。
（申請の撤回）
第９　申請者は、補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に異議のあるときは、交付決定通知受領後１４日以内に申請の撤回をすることができる。
（実績報告）
第10　申請者は、補助事業の実績に関し、指定する期日までに別記第２号様式による報告書を知事に提出しなければならない。
（補助金の額の確定）
第11　知事は、第10の規定により提出された報告書の審査及び必要に応じて行う調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、申請者に通知するものとする。
    附  則（平成１３年４月２７日付１２衛福精第１８０１号）
この要綱は、平成１３年４月２７日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。
    附  則（平成１３年６月４日付１３衛福精第４１７号）
この要綱は、平成１３年６月４日から施行し、平成１３年４月１日から適用する。
　　附　則（平成１４年５月７日付１３衛福精第２０２７号）
この要綱は、平成１４年５月７日から施行し、平成１４年４月１日から適用する。
　　附　則（平成１５年５月２６日付１４健サ精第１５５２号）
この要綱は、平成１５年５月２６日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。

附　則（平成１７年２月１０日付１６福保障精第４０８号）
この要綱は、平成１７年２月１０日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。
附　則（平成１７年４月１日付１６福保障精第６８６号）
この要綱は、平成１７年４月１日から適用する。

　　附　則（平成１８年３月３１日付１７福保障精第１１７７号）

この要綱は、平成１８年４月１日から適用する。

　　附　則（平成１９年３月３０日付１８福保障精第１２５０号）
この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。
